
計画 平成２７年４月１日　策定

平成　　年　　月　　日　修正

成果報告 令和元年　月　　日　報告

補助金等の名称

予算科目 款 5 項 1 目 3

予算事業名

実施計画の位置づけ

補助金分類

国県補助の状況 千円

交付先

支出根拠規定

補助の目的

補助の効果

補助対象事業の
具体的内容

対象経費及び補助率

補助金額の根拠

備考

1/2を超えて補助、設
立5年を超えて運営費
補助する理由

その他

補助期間

一般会計

　　　　　　　　　　　　　　　補助事業計画書・成果報告書－１

担当課 農政課

北総中央用水土地改良区運営補助金

「国営北総中央土地改良事業の計画変更に伴う受益面積の変更による北総中央用水土地
改良区への自治体女性に関する覚書」に基づく
負担割合
　均等割２８％（７市、各４％）、面積割７２％

土地改良推進事業

力強い農業ができる生産体制にします

国付 ・ 県付 ・ 国直接 ・ 県直接 ・ 国県補助なし 8,500

北総中央用水土地改良区

国営北総中央土地改良事業の計画変更に伴う受益面積の変更による北総中央用水土地
改良区への自治体助成に関する覚書

農業生産の基盤整備及び農業用水の確保をもって農業生産性の向上並びに農作物の選択
的拡大を図るため、北総中央用水土地改良区の運営費に対し、予算の範囲内において、北
総中央用水土地改良区運営補助金を交付する。

受益面積３，２６７haの農業生産基盤整備を図り、もって農業生産性の向上、農業総生産の
増大、選択的拡大及び構造改善を資するため北総中央用水土地改良事業を推進し、円滑
的な管理運営を行うことができる。

事業採択時に県・関係７市で受益面積に応じて運営費の負担割合の取り決めを行っていま
す。新規の土地改良事業であることから、事業課としては土地改良事業を推進し、円滑な管
理運営を図るため、受益が発生するまでの期間、県及び関係７市で運営費の助成が必要で
あり、平成３２年度まで予算計上してまいりたい。

補助金の交付の対象となる経費は、北総中央用水土地改良区の運営費とする。
補助率は、北総中央用水土地改良区が定める均等割及び受益面積割を基に算出する。
＊均等割　２８％
＊面積割　７２％

本補助金は、国営事業として整備された設備の維持管理に係る経費を補助するものである
が、受益がごく一部しか発生しておらず、事業全体が完了するまでの間、公費による維持管
理の補てんが必要であるため。

平成２７年４月１日～平成３２年３月３１日



補助金等の名称

計画期間終了後の
最終的な目標値

計画期間終了後の
最終的な成果値

　　　　　　　　　　　　　　　補助事業計画書・成果報告書－２

担当課 農政課

平成27年度

北総中央用水土地改良区運営補助金

計画額
〔千円〕

各年度目標値
決算額
〔千円〕

各年度成果値

2,038
【想定値】
１件

2,038 １件

成果達成状況の分析と今後の方策

補助金を適正に交付した。今後も継続し北総中央用水事業の円滑な管理運営に充ててい
く。

2,038
【想定値】
１件

2,038 １件

【想定値】
１件

2,038 1件

成果達成状況の分析と今後の方策

補助金を適正に交付した。今後も継続し北総中央用水事業の円滑な管理運営に充ててい
く。

計画額
〔千円〕

各年度目標値
決算額
〔千円〕

各年度成果値

計画額
〔千円〕

各年度目標値
決算額
〔千円〕

各年度成果値

2,038
【想定値】
１件

0

各年度成果値

2,038
【想定値】
１件

2,038 1件

成果達成状況の分析と今後の方策

補助金を適正に交付した。今後も継続し北総中央用水事業の円滑な管理運営に充ててい
く。

平成28年度

平成29年度

平成30年度

令和元年度

計画額
〔千円〕

2,038

成果達成状況の分析と今後の方策

補助金を適正に交付した。今後も継続し北総中央用水事業の円滑な管理運営に充ててい
く。

成果達成状況の分析と今後の方策

各年度目標値
決算額
〔千円〕

各年度成果値

計画額
〔千円〕

各年度目標値
決算額
〔千円〕


